
１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年

大蔵省令第28号）第１条の２第１項第１号イ～ハ及びニ(2)に掲げる「特定会社」の要件を満たすことから、「四半

期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第93条の規定により、国際会

計基準第34号「中間財務報告」に準拠して作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年12月１日から平

成25年２月28日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年12月１日から平成25年２月28日まで）に係る要約四半

期連結財務諸表について、新創監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

  （単位：千円）

  注記 
前連結会計年度 

（平成24年11月30日） 

当第１四半期 
連結会計期間 

（平成25年２月28日） 

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物    9,410,622  10,923,810

売却可能金融資産    10,000  10,000

営業債権及びその他の債権    1,884,308  1,032,271

棚卸資産    37,417,375  30,467,305

その他の流動資産    22,426  22,332

流動資産合計    48,744,733  42,455,719

非流動資産    

有形固定資産    3,331,447  3,322,815

投資不動産    11,695,720  11,680,625

無形資産    43,091  37,543

売却可能金融資産    410,061  394,223

営業債権及びその他の債権    160,170  177,530

繰延税金資産    973,844  508,166

その他の非流動資産    4,014  4,014

非流動資産合計    16,618,350  16,124,919

資産合計    65,363,083  58,580,638

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務    3,314,472  1,923,771

借入金    7,742,443  9,706,132

未払法人所得税等    72,921  174,233

引当金    154,143  113,017

流動負債合計    11,283,980  11,917,154

非流動負債    

営業債務及びその他の債務    2,136,256  1,765,115

借入金    24,659,337  17,083,080

退職給付に係る負債    541,647  547,455

引当金    24,842  24,876

繰延税金負債    173,126  102,969

非流動負債合計    27,535,211  19,523,496

負債合計    38,819,191  31,440,651

資本    

資本金    5,454,673  5,454,673

資本剰余金    5,516,499  5,516,499

利益剰余金    15,576,014  16,167,256

その他の資本の構成要素    △3,295  1,557

資本合計    26,543,892  27,139,986

負債及び資本合計    65,363,083  58,580,638

－ 10 －



  

  

（２）【要約四半期連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

  注記 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年12月１日 

至 平成24年２月29日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年12月１日 

至 平成25年２月28日） 

売上高 ５  5,026,134  15,501,359

売上原価    3,541,268  13,036,059

売上総利益    1,484,866  2,465,299

販売費及び一般管理費    750,480  853,246

その他の収益    4,925  4,860

その他の費用    2,638  1,245

営業利益 ５  736,673  1,615,667

金融収益    1,312  1,416

金融費用    168,759  209,616

税引前四半期利益    569,226  1,407,466

法人所得税    295,230  541,139

四半期利益    273,996  866,327

その他の包括利益   

在外営業活動体の換算差額    1,592  2,148

売却可能金融資産の公正価値の純変動    －  2,776

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動    －  △72

税引後その他の包括利益    1,592  4,852

四半期包括利益    275,589  871,180

    

四半期利益の帰属   

親会社の所有者    273,996  866,327

四半期包括利益の帰属   

親会社の所有者    275,589  871,180

親会社の所有者に帰属する１株当たり四半期利益   

基本的１株当たり四半期利益（円） ７  599.76  1,896.35

希薄化後１株当たり四半期利益（円） ７  －  －
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前第１四半期連結累計期間（自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日） 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成24年12月１日 至 平成25年２月28日） 

  

（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

  （単位：千円）

  注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 
その他の資本
の構成要素 

資本合計 

平成23年12月１日残高    5,454,673  5,516,499  14,339,150  △2,369  25,307,953

四半期利益    －  －  273,996  －  273,996

その他の包括利益    －  －  －  1,592  1,592

四半期包括利益    －  －  273,996  1,592  275,589

剰余金の配当 ６  －  －  △228,420  －  △228,420

平成24年２月29日残高    5,454,673  5,516,499  14,384,726  △776  25,355,122

  （単位：千円）

  注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 
その他の資本
の構成要素 

資本合計 

平成24年12月１日残高    5,454,673  5,516,499  15,576,014  △3,295  26,543,892

四半期利益    －  －  866,327  －  866,327

その他の包括利益    －  －  －  4,852  4,852

四半期包括利益    －  －  866,327  4,852  871,180

剰余金の配当 ６  －  －  △274,104  －  △274,104

新規連結子会社の利益剰余金    －  －  △981  －  △981

平成25年２月28日残高    5,454,673  5,516,499  16,167,256  1,557  27,139,986
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

  注記 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年12月１日 

至 平成24年２月29日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年12月１日 

至 平成25年２月28日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期利益    569,226  1,407,466

減価償却費    42,966  42,988

引当金及び退職給付に係る負債の増減額（△は

減少） 
   △65,143  △36,153

受取利息及び受取配当金    △1,312  △1,416

支払利息    168,759  209,616

有形固定資産除却損    2,195  －

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増

加） 
   △112,914  757,450

棚卸資産の増減額（△は増加）    △2,626,163  6,974,074

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減

少） 
   △730,393  △1,786,529

その他    1,457  280

小計    △2,751,322  7,567,778

利息及び配当金の受取額    1,319  1,388

法人所得税の支払額    △56,154  △39,624

営業活動によるキャッシュ・フロー    △2,806,157  7,529,542

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出    △6,282  △1,142

投資不動産の取得による支出    △73,118  △12,570

貸付金の回収による収入    202  －

その他    △70  △988

投資活動によるキャッシュ・フロー    △79,268  △14,702

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少）    577,000  △361,400

長期借入れによる収入    3,928,000  3,661,000

長期借入金の返済による支出    △2,590,421  △8,911,725

配当金の支払額    △200,504  △248,206

利息の支払額    △219,761  △152,091

その他    △391  △442

財務活動によるキャッシュ・フロー    1,493,920  △6,012,865

現金及び現金同等物の増減額    △1,391,505  1,501,974

現金及び現金同等物の期首残高    8,361,689  9,410,622

現金及び現金同等物に係る換算差額    615  2,176

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額    －  9,036

現金及び現金同等物の四半期末残高    6,970,798  10,923,810
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 トーセイ株式会社は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所市場第一部並びにシンガポール証券取引

所メインボードに上場しております。平成25年２月28日に終了する３ヶ月間の要約四半期連結財務諸表は、当社

及び連結子会社（以下、当社グループ）により構成されております。当社グループは、不動産流動化事業、不動

産開発事業、不動産賃貸事業、不動産ファンド・コンサルティング事業、不動産管理事業及びオルタナティブイ

ンベストメント事業の６事業を展開しております。各事業の内容については、注記「５．セグメント情報」に記

載しております。 

  

(1）要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載 

 当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和51年大蔵省令第28号）第１条の２第１項第１号イ～ハ及びニ(2)に掲げる「特定会社」の要件を満たすこと

から、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第93条の

規定により、国際会計基準第34号「中間財務報告」に準拠して作成しております。 

 本要約四半期連結財務諸表は、平成25年４月９日に当社代表取締役社長山口誠一郎及び取締役専務執行役員

平野昇によって承認されております。 

  

(2）測定の基礎 

 要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定される資産・負債を除き、取得原価を基礎として作成しており

ます。 

  

(3）表示通貨及び単位 

 要約四半期連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円で表示しております。日本円で表示しているすべて

の財務情報は、千円未満を切り捨てして記載しております。 

  

 要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、この要約四半期連結財務諸表に記載されている

すべての期間について適用された会計方針と同一であります。 

(1）連結の基礎 

① 子会社 

 子会社とは、当社グループがその活動から便益を享受するために、その会社の財務及び経営方針を直接的

もしくは間接的に支配している会社であります。子会社の財務諸表は、支配の獲得日から喪失日まで連結財

務諸表に含まれております。 

 グループ会社間の債権債務残高及び取引並びにグループ会社間の取引から生じた未実現損益は、連結財務

諸表の作成にあたり相殺消去しております。 

  

② 企業結合 

 当社グループは、企業結合の会計処理として取得法を採用しております。子会社の取得のために移転され

た対価は、移転した資産、発生した負債、及び当社グループが発行した資本持分の公正価値によって構成さ

れます。さらに、移転された対価には、条件付対価契約から生じた資産又は負債の公正価値が含まれます。

取得関連費用は発生時に費用処理されます。企業結合において取得した識別可能資産、並びに引き受けた負

債及び偶発負債は、当初、取得日の公正価値で測定されます。 

  

(2）外貨換算 

① 外貨建取引 

 外貨建取引は、取引日における為替レートで当社グループ各社の機能通貨に換算しております。期末日に

おいて再測定する外貨建資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しております。公正価値

で測定される外貨建の非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の測定日における為替レートで機能通貨に再

換算されます。 

 これらの取引の決済から生じる為替差額並びに外貨建の貨幣性資産及び負債を期末日の為替レートで換算

することによって生じる為替差額は、純損益で認識しております。但し、非貨幣性項目の利益又は損失がそ

の他の包括利益に計上される場合は、為替差額もその他の包括利益に計上しております。 

  

（５）【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

２．作成の基礎

３．重要な会計方針
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② 在外営業活動体 

 在外営業活動体の資産及び負債については、期末日の為替レート、収益及び費用については、その期間の

平均為替レートを用いて日本円に換算しております。但し、当該平均為替レートが、取引日における為替レ

ートの累積的影響の合理的な概算値とはいえない場合には、取引日の為替レートで換算しております。 

 在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額は、その他の包括利益で認識しております。在

外営業活動体について、支配の喪失や重要な影響力を喪失するような処分がなされた場合には、当該在外営

業活動体に関連する累積換算差額は、処分された期間に純損益として認識されます。 

  

(3）現金及び現金同等物 

 現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。 

  

(4）金融商品 

 当社グループは、金融資産に対する投資を、貸付金及び債権と売却可能金融資産のカテゴリーに分類してお

ります。この分類は、資産の性質及び当該資産がどのような目的に従って取得されたかに応じて行っており、

当初認識時に投資の分類を決定し、毎期末日に分類が適切かどうかについて再評価を行っております。 

① 貸付金及び債権 

 貸付金及び債権は、支払額が固定もしくは決定可能なデリバティブ以外の金融資産で、活発な市場におけ

る公表価格が存在しないものであります。このカテゴリーに分類される金融資産は、期末日から12ヶ月を超

えて満期が到来する、あるいは正常営業循環期間を超えているものを除き、流動資産に計上されます。貸付

金及び債権は、要約四半期連結財政状態計算書上は、「営業債権及びその他の債権」に含まれます。 

  

② 売却可能金融資産 

 売却可能金融資産は、他のカテゴリーに分類されないデリバティブ以外の金融資産であります。売却可能

金融資産は、経営者が期末日から12ヶ月以内に投資を処分する意図を有しない限り、非流動資産に計上され

ます。売却可能金融資産は、公正価値に当該金融資産に直接帰属する取引費用を加算した金額で当初認識さ

れ、以後は公正価値で測定されます。 

 金融資産の購入及び売却は、取引日、すなわち当社グループが当該資産の購入又は売却を約定した日に認

識されます。また、金融資産は、当該資産からのキャッシュ・フローを受領する権利が消滅もしくは譲渡さ

れ、当社グループが当該資産の所有に伴う全てのリスクと経済価値を実質的に移転した時点で、認識が中止

されます。売却可能金融資産は、当初認識後は公正価値で計上されます。貸付金及び債権は、実効金利法を

用いて償却原価で計上されます。また、四半期毎に、金融資産あるいは金融資産グループが減損している客

観的な証拠の有無を評価し、証拠が存在する場合には減損損失を認識しております。売却可能金融資産にか

かる公正価値の変動に伴う未実現の利得及び損失は、売却可能金融資産の公正価値の変動において認識され

ます。売却可能金融資産が売却もしくは減損された場合には、累積した売却可能金融資産の公正価値の変動

額は、純損益として認識されます。 

 上場有価証券の公正価値は、公表市場価格で測定されます。活発な市場を有しない金融資産や非上場有価

証券の場合には、当社グループは一定の評価技法等を用いて公正価値を算定します。評価技法としては、最

近における第三者間取引事例、実質的に同等な他の金融商品価格の参照、割引キャッシュ・フロー法等を使

用しております。 

 当社グループは、毎期末において金融資産もしくは金融資産グループについて減損の客観的な証拠がある

かどうかについて評価を行っており、そのような証拠が存在する場合には減損損失を認識しております。 

 売却可能金融資産に分類される資本性金融商品の場合には、減損の証拠があるかどうかの判定において、

発行体が営んでいる事業環境に生じた不利な影響を伴う重大な変化に関する情報で、投資の取得原価が回収

できない可能性や、公正価値の取得原価に対する著しい下落又は長期にわたる下落があるかどうかについて

も考慮されます。売却可能金融資産について減損の証拠がある場合、取得価額と期末日の公正価値との差額

から以前に純損益で認識された金融資産の減損損失を控除した金額として測定される損失が、純損益へ振り

替えられます。 
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(5）棚卸資産 

 棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で評価しております。正味実現可能価額は、

見積売価から販売にかかる費用を控除して算出されます。 

 棚卸資産の取得原価は、購入代価、開発費用、借入コスト及びその他関連支出を含む個別に特定された支出

から構成されます。 

 また、開発不動産にかかる借入金に対して支払われる借入コストは、開発が終了するまでの期間にわたり開

発不動産の取得原価の一部として、個別法を基礎として資産化しております。 

  

(6）有形固定資産 

 当社グループは、有形固定資産の測定に「原価モデル」を採用しております。 

 有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した帳簿価額で表示しておりま

す。取得原価には、資産の取得に直接付随する支出、資産の解体・撤去及び設置していた場所の原状回復費用

及び適格資産の取得、建設又は生産に直接起因する借入コストが含まれます。 

 すでに認識されている有形固定資産に係る取得後の支出は、当該項目に関連する将来の経済的便益が当社グ

ループにもたらされる可能性が高く、当該支出を信頼性をもって測定できる場合に限り資産の帳簿価額に含め

ております。日常的に行う有形固定資産の保守費用は、発生時に純損益として認識しております。 

 土地及び建設仮勘定以外の資産の減価償却は、以下の見積耐用年数にわたり、主として定額法により計算し

ております。また、定率法による減価償却が、当該資産から生じる将来の経済的便益が消費されるパターンを

より良く反映する場合には、定率法を採用しております。 

建物及び構築物   ３－50年 

工具器具及び備品  ３－20年 

 見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、毎期見直しを行い、必要に応じて改定しております。 

  

(7）無形資産 

 当社グループは、無形資産の測定に「原価モデル」を採用しております。また、無形資産は、取得原価から

償却累計額及び減損損失累計額を控除した帳簿価額で表示しております。 

 すでに認識されている無形資産に係る取得後の支出は、当該項目に関連する将来の経済的便益が当社グルー

プにもたらされる可能性が高く、当該支出を信頼性をもって測定できる場合に限り資産の帳簿価額に含めてお

ります。それ以外の支出は、発生時に純損益として認識しております。 

① ソフトウエア 

 取得したソフトウエアは、購入対価（値引きやリベート控除後の純額）及び意図された利用のための当該

資産の準備に直接起因する支出を含む取得原価によって当初認識しております。 

 取得後は、３年から５年の見積耐用年数にわたって定額法により償却しております。見積耐用年数及び償

却方法は毎期見直しを行い、必要に応じて改定しております。 

  

(8）リース 

① 借手 

 リース契約により、資産の所有に伴うリスクと経済価値を実質的にすべて借手に移転する場合、当該リー

ス取引はファイナンス・リースに分類しております。ファイナンス・リース以外のリース取引は、オペレー

ティング・リースに分類しております。 

 当社グループにおけるファイナンス・リース資産は、工具器具及び備品等であり、リース開始時のリース

物件の公正価値と最低支払リース料総額の現在価値のいずれか低い金額をもって資産計上しております。リ

ース資産は、見積耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって定額法により減価償却をしておりま

す。リース債務は、要約四半期連結財政状態計算書に負債計上しております。 

 オペレーティング・リースの支払リース料は、リース期間にわたって定額法により純損益で認識しており

ます。 

 支払変動リース料は、発生した期間の純損益で認識しております。 
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② 貸手 

 当社グループが、資産の所有に付随するすべてのリスクと経済価値を実質的に保持している投資不動産の

リースは、オペレーティング・リースに分類しております。オペレーティング・リースからのリース収益

（借手に与えられるインセンティブ控除後）は、リース期間にわたって定額法により純損益で認識しており

ます。 

 オペレーティング・リースの契約締結時において当社グループに発生した当初の直接原価はリース資産の

帳簿価額に追加され、リース収益と同じ基準で、リース期間にわたって純損益で認識しております。 

 受取変動リース料は発生した期間の純損益で認識しております。 

  

(9）投資不動産 

 投資不動産とは、賃貸収入またはキャピタル・ゲイン、もしくはその両方を得ることを目的として保有する

不動産であります。通常の営業過程で販売する不動産や管理目的で使用する不動産は含まれておりません。 

 当社グループは、投資不動産の測定に「原価モデル」を採用しております。 

 投資不動産の当初認識は取得原価によって行われ、その後は減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

帳簿価額で表示しております。投資不動産の減価償却は、以下の見積耐用年数にわたり、主として定額法によ

り計算しております。また、定率法による減価償却が、当該資産から生じる将来の経済的便益が消費されるパ

ターンをより良く反映する場合には、定率法を採用しております。 

建物及び構築物   ３－50年 

工具器具及び備品  ３－20年 

 見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、毎期見直しを行い、必要に応じて改定しております。 

  

(10）非金融資産の減損 

 当社グループでは、四半期毎に棚卸資産及び繰延税金資産を除く非金融資産の帳簿価額について、減損の兆

候の有無を判定しております。減損の兆候がある場合には、その資産又はその資産の属する資金生成単位毎の

回収可能価額の見積りを行っております。 

 回収可能価額は、売却費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額となります。資産（又は資金生

成単位）の回収可能価額が帳簿価額を下回った場合、資産（又は資金生成単位）の帳簿価額は回収可能価額ま

で切り下げられます。 

 帳簿価額と回収可能価額との差額は、減損損失として純損益に認識されます。 

 減損損失を認識後に戻し入れる場合、当該資産（又は資金生成単位）の帳簿価額は、改訂後の見積回収可能

価額まで増額されます。ただし、当該減損の戻入は、戻入時点における当該資産（又は資金生成単位）が、仮

に減損損失を認識していなかった場合の帳簿価額を超えない範囲で行われます。 

 減損損失の戻入は、直ちに純損益を通じて認識されます。 

  

(11）営業債務及びその他の債務 

 営業債務及びその他の債務は、通常の事業の過程において、当社グループに提供された財貨又はサービスに

対して支払いを行う義務等であります。営業債務及びその他の債務は、支払期限が１年以内に到来する、ある

いは正常営業循環期間内に到来する場合は流動負債に分類し、それ以外の場合は非流動負債として表示してお

ります。 

 営業債務及びその他の債務は、公正価値で当初認識され、以後は実効金利法を用いて算定した償却原価で計

上しております。 

  

(12）借入金 

 借入金は、借入金及びリース債務で構成されています。借入金は、公正価値で当初認識されます。当初認識

以後は、償却原価で計上されます。取引費用控除後の正味手取金額と返済価額との差額は、実効金利法を用い

て借入期間にわたり純損益として認識されます。 

 借入金は、当社グループが期末日後少なくとも12ヶ月間その返済を繰り延べる無条件の権利を有しない限

り、流動負債に計上されます。 

  

(13）引当金 

 引当金は、過去の事象から生じた法的又は推定的債務で、当該債務を決済するために経済的便益が流出する

可能性が高く、当該債務について信頼性のある見積りができる場合に認識しております。 
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(14）従業員給付 

① 確定給付型年金制度 

 確定給付型年金制度に関する債務は、従業員が過年度及び当年度において提供したサービスの対価として

獲得した将来給付額を見積り、当該金額を現在価値に割り引くことによって算定しております。未認識の過

去勤務費用は、当該算定結果から差し引いております。 

 割引率は、償還期日が当社グループの債務と概ね整合している優良社債の利回りを用いております。 

 当該債務の計算は、年金数理人によって予測単位積増方式を用いて行っております。 

 年金制度が改定された場合、従業員による過去の勤務に関連する給付金の増減部分は、給付金が確定する

までの平均期間にわたり定額法により純損益として認識しております。即時に確定する給付については、当

該費用を即時に純損益として認識しております。 

 当社は、確定給付型年金制度から生じるすべての数理計算上の差異を平均残存勤務期間内に定額法により

純損益として認識しております。 

  

② 確定拠出型年金制度 

 確定拠出型年金制度は、雇用主が一定額の掛金を他の独立した企業に拠出し、その拠出金以上の支払義務

を負わない退職後給付制度であります。確定拠出型年金制度の拠出は、従業員がサービスを提供した期間に

純損益として認識しております。 

  

③ 短期従業員給付 

 短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で純損益として認識

しております。 

 賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的もしくは推定的な債務を有し、信頼性をもって見

積ることができる場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積られる額を負債として認識しておりま

す。 

  

(15）収益 

 収益は、不動産の販売及びサービスの提供から受け取る対価又は債権の公正価値から割引、割戻し及び消費

税等を控除し、内部売上高を差し引いた金額で計上しております。収益は以下の通り認識しております。 

① 不動産の販売 

 不動産の販売による収益は、売却資産の所有に伴う重要なリスクと経済価値が買主へ移転し、当該資産に

対する継続的関与や実質的な支配もなく、その取引に関連する経済的便益が流入する可能性が高く、その取

引に関連して発生した原価と収益の金額を信頼性をもって測定できる場合に、収益を認識しております。 

  

② 賃貸用不動産のオペレーティング・リース 

 オペレーティング・リースに係る収益は、リース期間にわたって定額法で認識しております。 

  

③ 役務の提供 

 役務の提供による収益は、役務の提供に応じて、あるいは役務提供完了時に認識しております。 

  

④ 利息収入 

 利息収入は、実効金利法により認識しております。 

  

⑤ 配当収入 

 配当収入は、配当を受け取る権利が確定した時点で認識しております。 

  

(16）借入コスト 

 当社グループは、意図した使用または販売が可能となるまでに相当の期間を必要とする資産、つまり適格資

産の取得、建設または生産に直接帰属する借入コストは、その資産が実質的に意図した使用または販売を可能

にする時まで、それらの資産の取得原価に加算しております。 

 上記以外のすべての借入コストは、それが発生した期間に実効金利法を用いて純損益として認識しておりま

す。 
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(17）デリバティブ及びヘッジ 

 デリバティブの当初認識は、デリバティブ契約を締結した日の公正価値で行い、当初認識後は各期末日の公

正価値で再測定しております。 

 当社グループは、変動金利の借入に関連する将来キャッシュ・フローの変動をヘッジするため、金利スワッ

プ契約を締結しております。ヘッジ開始時に締結したデリバティブ契約をキャッシュ・フロー・ヘッジとして

指定し、文書化を行っております。 

 当社グループはまた、ヘッジ開始時及び継続的にヘッジ取引に利用したデリバティブがヘッジ対象の公正価

値又はキャッシュ・フローの変動を相殺するため極めて有効的であるかどうかについての評価をしておりま

す。 

 キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティブ取引の公正価値の変動

は、その他の包括利益を通じて、資本で認識されます。デリバティブ取引の公正価値の変動のうち非有効部分

は、直ちに純損益で認識されます。 

  

(18）法人所得税 

 法人所得税は、当期税金と繰延税金から構成されております。これらは、企業結合に関連するもの、及び直

接資本の部またはその他の包括利益で認識される項目を除き、純損益として認識しております。 

 当期税金は、期末日時点において施行または実質的に施行される税率を乗じて算定する当期の課税所得また

は損失に係る納税見込額あるいは還付見込額の見積りに、前年までの納税見込額あるいは還付見込額の調整額

を加えたものであります。 

 繰延税金資産及び負債は、資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務上の金額との一時差異に対して認識して

おります。企業結合以外の取引で、かつ会計上または税務上のいずれの損益にも影響を及ぼさない取引におけ

る資産または負債の当初認識に係る差異については、繰延税金資産及び負債を認識しておりません。繰延税金

資産及び負債は、期末日に施行または実質的に施行される法律に基づいて一時差異が解消される時に適用され

ると予測される税率を用いて測定しております。繰延税金資産及び負債は、当期税金資産及び負債を相殺する

法律上強制力のある権利を有しており、かつ法人所得税が同一の税務当局によって同一の納税主体に課されて

いる場合に相殺しております。 

 繰延税金資産は、未使用の税務上の欠損金、税額控除及び将来減算一時差異のうち、将来課税所得に対して

利用できる可能性が高いものに限り認識しております。繰延税金資産は毎期末日に見直し、利用できない可能

性が高い部分について減額しております。 

  

(19）１株当たり当期利益 

 当社グループは、普通株式に係る基本的及び希薄化後１株当たり四半期利益（親会社の所有者に帰属）を開

示しております。基本的１株当たり四半期利益は、親会社の所有者に帰属する四半期利益を、その期間の自己

株式を調整した発行済普通株式の加重平均株式数で除して算定しております。 

  

(20）セグメント情報 

 事業セグメントは、収益を稼得し費用を負担する事業活動の構成単位であります。これらは分離された財務

情報が入手可能であり、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及びその業績を評価するために、定期的に

検討を行う対象となっている構成単位であります。 

 報告セグメントは、当該事業セグメントを基礎に決定されております。 

 セグメント情報には、各セグメントに直接的に帰属する項目のほか、合理的な基準により各セグメントに配

分された項目が含まれております。 

  

 IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益

及び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り、仮定を行うことが義務付けられております。実際の業績は、これ

らの見積りとは異なる場合があります。 

 見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更は、見積りが変更された会計

期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。 

  

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断
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(1）報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。当社グループは、事業別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、「不動産流動化事

業」、「不動産開発事業」、「不動産賃貸事業」、「不動産ファンド・コンサルティング事業」、「不動産管

理事業」及び「オルタナティブインベストメント事業」の６つを報告セグメントとしております。「不動産流

動化事業」は、資産価値の劣化した不動産を再生し、販売を行っております。「不動産開発事業」は、個人顧

客向けのマンション・戸建住宅の分譲及び投資家向けの賃貸マンション・オフィスビル等の販売を行っており

ます。「不動産賃貸事業」は、オフィスビルやマンション等の賃貸を行っております。「不動産ファンド・コ

ンサルティング事業」は、不動産ファンドのアセットマネジメント業務等を行っております。「不動産管理事

業」は、総合的なプロパティマネジメント業務を行っております。「オルタナティブインベストメント事業」

は、不動産担保付債権を取得し、債権回収や代物弁済により取得した物件の販売等を行っております。 

 なお、当第１四半期連結累計期間より「不動産ファンド事業」を「不動産ファンド・コンサルティング事

業」へと名称変更しております。変更は、名称のみであり、当該セグメント区分の変更はありません。 

  

(2）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「(5）要約四半期連結財務諸表注記 ３．重要な会計

方針」で記載している当社グループの会計方針と同一であります。 

 報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高又は振替高は市場実

勢価格に基づいております。 

 当社グループの報告セグメントごとの売上高及び利益は以下のとおりであります。 

前第１四半期連結累計期間 

（自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日） 

  

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成24年12月１日 至 平成25年２月28日） 

  

５．セグメント情報

  （単位：千円）

  不動産流動
化事業 

不動産開発
事業 

不動産賃貸
事業 

不動産ファン
ド・コンサル
ティング事業 

不動産管理
事業 

オルタナティ
ブインベスト
メント事業 

調整額 合計

売上高     

外部顧客からの売上高  2,089,852  1,110,486 565,508 157,454 1,001,283  101,549  － 5,026,134

セグメント間の売上高  －  274,003 12,957 2,227 67,841  －  △357,030 －

合計  2,089,852  1,384,490 578,465 159,682 1,069,125  101,549  △357,030 5,026,134

セグメント利益  371,872  288,686 304,429 8,506 35,890  16,071  △288,782 736,673

金融収益・費用（純額）     △167,446

税引前四半期利益     569,226

  （単位：千円）

  不動産流動
化事業 

不動産開発
事業 

不動産賃貸
事業 

不動産ファン
ド・コンサル
ティング事業 

不動産管理
事業 

オルタナティ
ブインベスト
メント事業 

調整額 合計

売上高     

外部顧客からの売上高  7,107,704  6,570,716 531,845 410,540 789,857  90,696  － 15,501,359

セグメント間の売上高  －  － 13,737 1,290 77,872  －  △92,899 －

合計  7,107,704  6,570,716 545,582 411,830 867,729  90,696  △92,899 15,501,359

セグメント利益  1,330,858  112,522 271,403 180,741 42,184  22,298  △344,341 1,615,667

金融収益・費用（純額）     △208,200

税引前四半期利益     1,407,466
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 前第１四半期累計期間及び当第１四半期連結累計期間における配当金支払額は、以下の通りであります。 

  

  

 （注）１ 基本的１株当たり四半期利益は、親会社の所有者に帰属する四半期利益を、四半期連結累計期間中の発行済

普通株式の加重平均株式数により除して算出しております。 

２ 希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

（新株式の発行中止） 

 平成25年３月13日開催の当社取締役会において、平成25年２月22日開催の当社取締役会において決議した新株

式の発行を中止することを決議しました。 

  

 該当事項はありません。 

  

６．配当金

前第１四半期連結累計期間（自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日） 

決議 
１株当たり配当額 

（円） 
配当金の総額（千円） 基準日 効力発生日 

平成24年２月24日 

定時株主総会 
 500  228,420 平成23年11月30日 平成24年２月27日 

当第１四半期連結累計期間（自 平成24年12月１日 至 平成25年２月28日） 

決議 
１株当たり配当額 

（円） 
配当金の総額（千円） 基準日 効力発生日 

平成25年２月26日 

定時株主総会 
 600  274,104 平成24年11月30日 平成25年２月27日 

７．１株当たり利益

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年12月１日 

至 平成24年２月29日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年12月１日 

至 平成25年２月28日） 

親会社の所有者に帰属する四半期利益（千円）  273,996  866,327

発行済普通株式の加重平均株式数（株）  456,840  456,840

基本的１株当たり四半期利益（円）  599.76  1,896.35

８．重要な後発事象

２【その他】
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